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・今年度の活動予定
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採択の報告

34棟



応募状況
＜応募総数＞
・応募482グループ（平成24年度採択グループ411 平成25年度新規グループ71）
・昨年度第1回及び第2回の延応募740グループ

＜採択＞
・採択480グループ（再採択411グループ 新規採択69グループ）
・昨年度第1回及び第2回の採択計478グループ

＜グループの平均像＞
・１グループ平均構成員数 58.8社（最大703社）
・原木供給 5.3社
・製材集成材製造合板製造 7.7社
・建材流通 5.6社
・プレカット加工 3.6社
・設計 10.6社
・施工 23.5社
・その他流通 0.8社
・その他 1.6社

67グループ
応募せず



非応募組の声

＜事務局＞
・事務作業が苦手な会員のサポートが難しい。事務局の負担が大きい。
・私たちの販売エリアは着工棟数が減る中、大手企業の進出もあり、継続的な供給が
求められるブランド化事業に対して、見通しを立てることができない。

＜工務店＞
・現在、仕事が十分にあり、面倒な事務作業をこなして補助金をもらう必要がない。
・ブランド化させるための仕様が、当社の目指すところと違う。
・大きな後ろ盾がないと運営がうまくできない。
・補助金目当てのグループについていけない。

＜設計事務所＞
・交付申請から実績報告までの時間が短すぎて、当社の家づくりと合わない。

＜企画会社＞
・すでに私たちのブランドは地域に浸透しており、補助金目当てのお客さんがいない。
逆に補助金の事務作業に手間取り、信頼をなくしかねない。

引用：新建ハウジング



消費税増税後の着工棟数

-33万個

-45万個
-20万個？



再採択組の声

＜事務局＞
・1社単独で長期優良住宅に取り組めない事業者をグループの力で取り組めるように
するため。
・性能を明確化し、いい加減な設計・施工から脱却するため。
・補助金が目当てではなく、国の事業採択を会員の信用につなげるため。
・長期優良住宅は難しくない。技術基準をほとんどクリアしていることに気が付いて
いない会社もあり、そこに声をかけて事業に取り組んでもらった。
・より高いレベルを目指すことで、ハウスメーカーに対抗できる技術を身に付けるため。
・県内のグループとも連携をとり、業界のレベルアップ等を行っているため。

引用：新建ハウジング、日刊木材新聞



再採択組の取り組み

・昨年度実績 194戸
・今年度採択戸数292戸

このグループの基本ルール
・低炭素建築物認定制度同様レベル
・耐震等級3
・地域材80％以上
・地域材を利用した製作建具2か所以上

その他、28項目の仕様の中から3-6項目
を選択する。



目標

ネイティブハウス供給戸数
施工会員1社1棟



平成24年度供給実績

供給施工会員15社／施工会員99社



事業の行方

・ブランド化事業は来年も継続
・木材利用ポイントは今年度まで
・ゼロエネも来年継続
・フラット35Ｓも来年継続
・中古市場の強化
（中古住宅買取時の登録免許税・
不動産取得税は非課税）
（中古住宅耐震改修物件には、
税制優遇措置あり）

・木造建物の減価償却期間の見直し
・既存住宅の長期優良住宅認定制度
の準備（2015年運用開始予定）



お客様の声

引き渡し後に訪れる市の職員から、

固定資産税の減額期間を確認す
るために長期優良住宅であるか
どうかを質問された。



地域型住宅ブランド化事業の役割

今年度、採択されたグループの
配分戸数合計は

約7700戸

長期優良住宅の市場は、
ブランド化事業の10倍以上



平成25年度事業計画



①ネイティブハウスの仕様（チェックリスト）



①ネイティブハウスの仕様（チェックリスト）



②グループ内検査の導入

グループ内現場検査の導入

配筋と上棟時（補強金物取り付け完了後）の2回（有償）
瑕疵担保保険・・・設計図との整合確認

各種保証、検査等・・・標準仕様書との整合確認
グループ内検査・・・設計図及び計算書との整合確認

グループ内現場検査員制度の導入

現場検査員講習の開催（スキルアップカリキュラム内）
対象は設計会員登録をしている建築士
第三者検査を必須とし、自主検査は禁止



③お引き渡し後の図面やメンテナンス記録の管理

第3者機関による住宅履歴管理を行う。

（一社）住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会
http://www.iekarute.or.jp/about.html#member



③お引き渡し後の図面やメンテナンス記録の管理



③お引き渡し後の図面やメンテナンス記録の管理



④地域産業の活性化

対象地域材・・・越後杉、合法木材

規定する使用量・・・主要構造材（土台、柱、桁、梁）の過半に地域材を使用する
（主要構造材以外の規定を廃止）



⑤その他

地域材供給の流れ

■一部、施工グループの構成員においては、手刻みによる加工を行う為、地域材の
供給の流れの中で、製材・集成材・合板グループから直接購入を行う場合がある。

■施工グループの構成員は、流通グループを介さずに地域材の調達を行う場合がある。

■合法木材の一部においては、産地・出荷者が多岐にわたり原木供給の特定が困難
な場合があり、このため、製材、集成材、合板グループによる合法性の証明によって、
代替する。



ネイティブハウス申請手続きの流れ

確認申請

工事着工～
竣工～引き渡し

長期優良住宅
に係る申請
・技術的審査
・認定申請

完了検査

長期優良
住宅

完了報告

行政等
各機関
（ブランド化事業
実施支援室、
市役所、

民間審査機関
など）

新潟地域型
住宅
協議会
事務局

申請者
（会員）

・事前チェック
・設計サポート

交付申請

補助金
受取

仮
申
込

申請図書作成

申請書作成

補助金交付
申請書作成

補助金交付
申請

とりまとめ

実績
申請書作成

実績
報告書
とりまとめ

交付申請



平成25年度の各申請時期について
補助金の予約申請（交付申請）受付期間（予定）

第1期交付申請 平成25年09月30日～平成25年10月07日（必着）

第2期交付申請 平成25年10月24日～平成25年10月31日（必着）

第3期交付申請 平成25年11月22日～平成25年11月29日（必着）

第4期交付申請 平成25年12月20日～平成25年12月27日（必着）

第5期交付申請 平成26年01月24日～平成26年01月31日（必着）

第6期交付申請 平成26年02月21日～平成26年02月28日（必着）

第7期交付申請 平成26年03月24日～平成26年03月31日（必着）

補助金の請求申請（実績報告）受付期間（予定）

第1期交付申請 平成26年01月06日～平成26年01月14日（必着）

第2期交付申請 平成26年02月03日～平成26年02月10日（必着）

第3期交付申請 平成26年03月03日～平成26年03月10日（必着）
※第4期以降に受付期間については未定



ネイティブハウス申請方法

採択戸数34戸については、
1社５戸までを範囲として、
仮申し込み順に補助金を配分

9/4（水）現在
仮申込戸数／採択戸数

11戸／34戸



認定申請に必要な図書


